


タイ ・ エネルギーアワード で日系企業が表彰　 ジェイテク ト 、 ト ヨ タら

JERA、 セ・ リ ーグ６ 球団と 脱炭素意識啓発の取り 組み　 ナイター戦に環境価値適用など

三菱ＨＣキャピタルエナジー、 長期安定適格事業者に
事業化に向けた課題と 意欲を山本副社長に聞く

NTTアノ ード 、 太陽光事業継続支援プラッ ト フォームを展開へ
FIT後電力買取やリ パワリ ングなど含めワンパッ ケージ提供

日鉄エンジニアリ ング、 太陽光 FIP移行後の運用受託
蓄電池併設した発電所の運用業務を相次ぎ受注

環境省、 太陽光発電における自然環境配慮の手引き案策定
立地選定から撤去まで解説

日本政策投資銀行、 私鉄８ 社と 再エネ事業で共同出資
2.1万 kWの太陽光発電所建設へ

農林水産省、 望ましい営農型太陽光発電の考え方を整理
遮光率 30％未満など、 自然エネ財団が反対意見

アイ ・ グリ ッ ド 、 大阪府堺市本庁舎へ太陽光電力供給を開始
民間施設屋根の余剰電力を集約し供給・ 地産地消

25年度第３ 四半期太陽電池出荷は 172.6万 kWで前年並み
プロロジス、 モノ タロウ物流施設向け太陽光発電 PPA
大林組、 厚木で開発の物流施設で 2,505kWの太陽光発電設置
ヒ ラソル／イースト 、 既設発電所 FIP移行し最適運用検証
大塚ホールディ ングス、 JERA Cross と 太陽光由来の PPA
ブルースカイ／リ ミ ッ クスポイント 、 FIP移行を検証
日本電気硝子、 滋賀高月事業場で新たな太陽光発電導入

三井物産プロソ リ ュ、 ナイキに太陽光環境価値提供

ENECHANGE、 大和エナジーの太陽光２ 件建設フェーズに
リ ープト ンエナジー、 ベト ナムで現地法人を設立

つがるオフショ ア、 公募選定案件がアセス準備書段階に

ユーラスエナジー、 徳島県の風力発電を四電と共同化

鹿島／カナデビア、 セミ サブ浮体の設計手法が技術認証

新潟県、 三面発電所など電力売却先を東電Ｅ Ｐ に変更

ENEOSと 鈴与商事、 フジド リ ームエアラインズに SAF供給実証
エンバイオ、 ト ルコのバイオマスガス化発電事業撤退

NTTアノ ード エナジー、 函館市で系統用蓄電池が稼働

上組、 大分県大分市の自社施設内に系統用蓄電池建設

住友電工と日新電機、 いしかわこども園に蓄電池納入

ＧＢ Ｐ 、 系統用蓄電池事業向けの防音パネル販売開始

ホンダ、 原付一種電動二輪パーソナルコミ ューター発売

スズキ、 インド子会社で同社初のＥ Ｖを国内販売開始

テラチャージ、 都内郵便局２ カ所にＥ Ｖ充電器設置

ヤマト  モビリ ティ &Mfg. と ベルエナジー、 覚書を締結

ヤンマーＰ Ｓ 、 尼崎に舶用水素エンジン工場建設

AKIBAHD、 ブラザー工業製の燃料電池サービス一括提供
パナソニッ ク 、 エネファームの戸建住宅向け新製品を開発

相武国道事務所管内道路照明 PFI事業の実施方針公表
松戸市、 道路照明灯の再 LED化事業の委託先を選定

大崎電気、 京セラなどと エネマネ開発体制構築合意

九州電力と シャープ、 家庭蓄電池によるＤＲ実証

INPEX と 大阪ガス、 長岡のメ タネーショ ンシステム完工
商船三井、 海底熱水熱エネルギー利用した LED点灯実証成功
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富士・ 東部広域環境事務組合、 ごみ施設事業者は 26年度
小田原市など、 新ごみ処理施設計画～ 40年度までに稼働

明石市、 新ごみ施設整備運営～優先交渉権者は川重Ｇ

安城市、 環境ク リ ーンセンター基幹改良業者は荏原環境

長期安定適格太陽光発電事業者、 初回は３ 社が認定
低圧集約化で再エネの維持に期待



れ、 再エネが長期安定電

源と なるため、 大手事業

者のも と に効率的な集約

を行う こ と を目的と して

創設された制度。 特に低

圧規模は小規模事業者が

多く 、 発電計画の提出な

ど卒FIT後の事業継続は
ハード ルが高い。 一方で

発電事業を手じまいされ

ると 再エネ電力の減少に

つながるため、 適切に事

業継続できる事業者が求

められている。 適格事業

者になる と 、 １ 、 FIT/FIP変更認定時
の説明会等の取扱い、 ２ 、 電気主任技

術者に係る統括制度の利用拡大、 ３ 、

パネル増設等時における廃棄等費用の

積立時期の取扱い、 ４ 、 事業売却希望

者情報の先行公開、 の４ 点で差別化さ

れる。

　 三菱Ｈ Ｃ キ ャ ピ タ ルエナジーは

2015年10月に設立した三菱ＨＣ キャ
ピタルの100％子会社。 再生可能エネ
ルギー発電所や系統用蓄電所の開発・

運営を手掛けており 、 2026年１ 月末
時点で255件、 695MWの稼働済み太
陽光発電所を保有している。 従業員数

は2025年４ 月時点で74人。
　 同社は設立後、 FITに依拠した太陽
光発電所開発を進めてきた。 ５ ～６ 年

が経過し FIT価格下落が進む中、 発電
事業を継続していく 意思を固め、 オン

サイ ト やオフサイ ト PPAに進出。 稼働
済み発電所のう ち130MW以上がPPA
案件であるなど、 早期に実績を積み重

ねてきた。 ただ､「 開発適地が減少し

ているが、 国の再エネ目標達成のため

にも 、 低圧の開発も 検討し 始めてい

る 」 と 山本氏は話す。

　 長期安定適格事業者は、 FIT終了後
も既存の発電所に対する再投資が行わ

　 これらの優遇のう ち、 山本氏が真っ

先にメ リ ッ ト と し て挙げたのが４ ｡

「 自分たちで営業しなく ていいのは大

きなメ リ ッ ト 。 さ らに資源エネルギー

庁から情報をいただく 際、 発電所にど

の程度の瑕疵があるかわかっていれば

デューデリ ジェンス (ＤＤ )をある程度
省略できる 」 と 期待する。 もちろん適

法なものも含め、 取得の際にはＤＤを

行う 。

　 2023年度にエネ庁が実施した保安
管理状況調査では、 約３ 割の事業で構

造計算書が確認できなかった。 山本氏

も 「 法令に準拠した発電所が果たして

どの程度あるのか」 と 懸念を示す。 こ

のよ う な発電所をどのよ う に適正化

し、 長期安定電源にしていく かは、 個

社と いう よ り 政策的課題でもある。 山

本氏は「 規模が小さい一方で件数が多



いのでＤＤをいかに効率的に行う かが

難しい」 と 頭を抱える。 事業用地が借

地である場合に発電をそもそも継続で

きるかなど、 大量の卒Ｆ Ｉ Ｔ が発生す

る前に整理すべき各論は多い。 まだ発

電所を取得する価格や、 その後の発電

事業における売電価格の相場が見えな

いため、 事業の全体像が不透明な状態

だ｡「 瑕疵がみつかった発電所はリ パ

ワリ ング、 再投資が前提になるので、

発電所の取得価格は申し訳ないが低廉

な価格にならざるを得ない」 (山本氏)
　 一方で２ および３ は合理的な事業運

営を行う 上でメ リ ッ ト になる ｡「 弊社

では発電所のデータベース化、 例えば

発電所ごと にEPCをどこにお願いした
か、 O&Mはどこ に委託し ているか、
アセッ ト マネジメ ント 体制はどう なっ

ているかを整理し始めている。 取得し

た低圧でも同様に管理していきたい」

と 山本氏は話す。 また、 １ についても

「 これまでも稼働済み案件の取得に際

して住民説明会は開催してきた。 説明

会をポスティ ングに簡素化できるこ と

で、 会と いう 場を作る手間がなく なる

こ と に多少のメ リ ッ ト は感じるが、 資

料作り は必要だし、 渡す際に地域住民

と のコミ ュニケーショ ンは発生する。

そこでしっかり 対話していく ので、 や

るこ と は大き く 変わらない」 (山本氏)
と いう 認識だ。

　 適格事業者の認定要件は①地域の信

頼を得ら れる責任ある主体である こ

と 、 ②長期安定的な事業の実施が見込

まれる こ と 、 ③FIT/FIP制度によ ら な
い事業実施が可能である こ と 、 があ

る。 山本氏に自社の取り 組みについて

聞く と 、 ①は「 上場企業子会社と して

の内部統制・ リ スク管理体制を構築し

ていて、 ガバナンスが効いている。 ま

た、 地権者や地域住民と のコ ミ ュ ニ

ケーショ ンも 、 これは政策的に求めら

れているからではなく 従来から自発的

に、 当たり 前のよう に、 運転後の保安

も 含めて取り 組んでき た」 と 説明す

る。 環境関連法令、 開発許認可、 再エ

ネ措置法関連規則の遵守も 、 上場企業

のガバナンスのも と 徹底している。 ②

については､「 全国のいたる と こ ろで

事業実績がある 。 O&Mや中長期的な
リ パワリ ングも見据えたアセッ ト マネ

ジメ ント など、 長期稼働を前提と した

事業構築を行ってきた」 と 胸を張る。

③も前述の通り 、 既に130MW以上の
実績がある。

　 適格事業者と なった三菱ＨＣキャピ

タルエナジーだが、 低圧を集約化する

にあたって明確になっていない点がい

く つか存在する。 まずFIT20年を満了し
てからなのか、 その前から案件を取得

できるのか。 山本氏は「 FIT期間中に取
得できた方がリ パワリ ング費用を捻出

しやすい」 と 語った。 エネ庁から提供

されるデータの質も事業者のニーズに

合致したものでなければ意味が無く 、

他の認定者と と もに、 同社は資源エネ

庁と意見交換を進めていく と話す。

　 事業性を見極める こ と も 必要だ｡

「 事業者と しては地域を分散させたい

が、 供給先と なる需要家がその地域で

見つけられるか、 小規模を束ねて供給

するこ と は小売電気事業者の協力も必

須」 と 山本氏は言う 。 効率的な事業運

営と 地域共生をどのよう にバランスさ

せるかも検討課題だ。

　 それでも 、 方向性と しては社会的意

義の大きい事業と して推進していく 考

え｡「 国のこ と を考えたと きに、 再エ

ネ電力を増やしていく こ と は絶対必要

だと 思う 」 (山本氏)。 三菱ＨＣ キャピ
タルエナジーは小売電気事業者のライ

センスを保有しているため、 発電所開

発から電力小売まで一貫して提供でき

る バリ ュ ーチェーンで価値を最大化

し 、 ビジネス と し て成立さ せたい考

え。 も っと も 、 発電所の取得価格やそ

の後のリ パワ リ ングなどにかかる費

用、 発電所の状態による部分もある。

山本氏は「 上場企業のガバナンスが求

められている制度であるので、 しっか

り 収益を得られる事業でなければ手を

出しづらい。 長期安定電源化に大がか

り な費用がかかり そう な発電所につい

ては、 何らかの補助を期待したい」 と

いう 。 自社と し ても 蓄電池事業と の

連携やアグリ ゲーショ ンビジネス (風
力発電はグループ会社のＨＳ Ｅ が展開

中)などを検討していく 。
　 太陽光パネルのリ ユース・ リ サイク

ルについても研究を進めている。 リ パ

ワリ ングを行う と 廃棄パネルの排出は

避けて通れない｡「 三菱ＨＣ キャピタ

ル本体が太陽光パネルをリ ースしてい

る発電所もあるため、 廃棄はグループ

で考えなければならない。 リ ユースパ

ネルはコスト 削減目的で使いたいと い

う お客様がいらっしゃる。 リ サイクル

はハード ルが高いが、 パート ナー企業

と の協業など道を探り たい。 三菱ＨＣ

キャピタル本体はリ ース会社であるた

め、 役割を終えた製品の再利用は本業

の一つと いえる 」 (山本氏)。 三菱ＨＣ
キャピタルが手掛けるリ ース事業の中

で、 営業先の企業から発電所を購入し

てほしいと いう 依頼もあると いい、 山

本氏は「 我々の集約化の取り 組みはま

ずお客様と の連携から始まるのではな

いか」 と の見方を示した。



　 エネルギーアワード 2025で、 最も多く の日本企業が表彰
されたのは省エネルギー部門と なった。

　 省エネルギー部門のう ち、 デザイ ンファ ク ト リ ーでは

ジェイテク ト の現地法人「 ジェイテク ト (タイ ラ ンド )｣、 倉
敷化工の現地法人「 倉敷サイアムゴム｣、 東洋紡の「 東洋

紡インド ラマアド バンスファ イバー」 が受賞。 倉敷サイア

ムゴムは、 エネルギーパーソナル部門でもチームの取り 組

みが評価対象と なった。 デザインビルディ ングでは、 東洋

紡と いすゞ セールスの本社ビルが受賞した。

　 そのほか、 代替エネルギー部門の革新プロジェク ト と し

て、 ト ヨ タの現地法人「 ト ヨ タモータータイ ラ ンド 」 によ

る 「 ト ヨ タ ・ カーボンニュート ラル・ コ ミ ュニティ 」 が受

賞した。

　 タイ政府によるエネルギーアワード は、 2002年にスター
ト した歴史のある賞と して知られる。 タ イ産業界に対する

省エネルギーや再生可能エネルギーの普及を後押しするた

めに設置されたこ と から 、 基本的にはタイ企業の受賞が中

心だ。 ただし 、 牽引役と して外国企業が表彰される例も少

数あり 、 日本企業の取り 組みが評価されるこ と もある。

　 今年１ 月に表彰式が実施されたエネルギーアワード 2025
では、 58件のプロジェク ト が受賞。 代替エネルギー部門の
オングリ ッ ド 関連ではジェイテク ト が、 イ ノ ベーショ ン代

替エネルギープロジェク ト ではデンソーが、 デザインファ

ク ト リ ーではト ヨ タ のゲート ウ ェ イ 工場やヤマハ発動機

が、 エネルギーマネジメ ント チームでは三菱電機子会社の

「 三菱エレベータアジア」 ら が表彰を受けている。 なお、

デンソーは太陽光パネル清掃ロボッ ト に対する取り 組みが

評価された。

　 ジェ イ テク ト は、 2025年に続いての受賞と なった。
2025年はオングリ ッ ド 代替エネルギープロジェ
ク ト と し て「 2035年までの太陽光発電による再
生可能エネルギー活用・ カーボンニュート ラルの

実現」 への取り 組みで受賞。 2026年はデザイン
ファ ク ト リ ーで評価を受けた。

　 ジェイテク ト は､「 環境チャレンジ2050」 を策
定し ､「 All for One Earth」 をスローガンに、 カー
ボンニュート ラルの実現を含む環境負荷低減を重

要課題と 位置付け、 グループ一体で取り 組んでい

る 。 温室効果ガス排出量削減を通じ たカーボン

ニュート ラルの実現を目指し 、 Scope１ 、 ２ 、 ３
すべてにおいてＣ Ｏ 2排出量削減を進める と と も

に、 自社の生産活動に関連する Scope１ 、 ２ にお
いては2035年にカーボンニュート ラ ル達成を目
指している。



　 山梨県の12市町村で構成する富士・ 東部広域環境
事務組合が計画している新たなごみ処理施設の事業者

は、 2026年度にも決定する方針。 2032年度の供用開始
を目指す。 運営はDBO方式で、 処理能力は210ト ン /日
のスト ーカ炉方式。 マテリ アルリ サイ ク ル施設は36.1
ト ン /日。 建設地は西桂町地内を計画し ている 。 組合
構成市町村は、 富士吉田市、 都留市、 大月市、 上野原

市、 道志村、 西桂町、 忍野村、 山中湖村、 鳴沢村、 富

士河口湖町、 小菅村、 丹波山村。 管内のごみ処理は、

富士吉田市、 大月都留広域事務組合、 上野原市およ

び山中湖村の４ カ所のごみ焼却施設で行われており 、

マテリ アルリ サイ ク ル推進施設は、 ごみ焼却施設に併

設の４ カ所に加え、 富士河口湖町で稼働している 。 ま

た、 富士河口湖町では、 粗大ごみ処理施設が稼働して

いる 。 いずれも 老朽化が進み、 富士吉田市と 大月都留

広域事務組合の施設は基幹的設備改良事業によ り 延命

化を図っているが、 基幹的設備改良実施からおおむね

10年後には新たな施設を稼働させる必要がある 。 新た
な建設用地は主要幹線道路から の距離や搬入道路の整

備状況、 イ ンターチェンジから の近さ なども 含め総合

的に検討した結果、 西桂町小沼米倉地区に決定した。

　 神奈川県小田原市と 箱根町、 真鶴町、 湯河原町の３ 町

は、 新たなごみ処理施設の建設を計画している。 小田原

市・ 足柄下地区ごみ処理広域化協議会と し て基本構想

をまと めた。 施設稼働の最終目標年度は2035年度から
2040年度を想定している 。 また建設地は小田原市内が
望ましいと して今後決定する。 広域化を見据えて、 焼却

施設を３ 施設から ２ 施設に統合するこ と と し 、 小田原市

環境事業センターと 湯河原美化センターの基幹的設備改

良事業に取り 組んできた。 １ 系統化に当たっては、 ２

つの施設の基幹的改良事業による稼働後約15～20年と
なる 2035～2040年度頃を目標と する。 広域化処理した
場合の可燃ごみ処理施設の施設規模と しては240ト ン /
日を想定する。 またリ サイ ク ル施設の規模は49ト ン /日
と した。 さ らに広域最終処分場は敷地面積2.0ha、 埋立
面積1.3haと した。 事業方式は可燃ごみ処理施設および
粗大ごみ施設はDBO方式、 資源ごみおよび最終処分場は
DB方式が最も多く 導入さ れており 、 今後適した事業方
式を検討する。 事業概算費は可燃ごみ処理施設整備費が

348億円、 リ サイクル施設が97億円で合計445億円。 20
年間の運営費はそれぞれ244億円と 312億円で、 合計事
業費は757億円と 試算した。

　 兵庫県明石市は､「 新ごみ処理施設整備・ 運営事業」

の公募型プロポーザルを行い、 優先交渉権者に川崎重

工業を代表企業と するグループを特定した。 構成企業

は、 村本建設(大阪市)と カワサキグリ ーンテッ ク (神戸
市)、 Ｔ ＭＣ (明石市)が名を連ねる。 DBO方式で現ク リ ー
ンセンター敷地内の一角１ 万4,770㎡に処理能力276ト
ン /日以下(ス ト ーカ式焼却炉、 ２ 炉または３ 炉構成)の
焼却施設などを建設、 設計・ 施工期間は2026年７ 月か
ら 2031年３ 月まで、 運営期間は2031年４ 月から 2051
年３ 月までを計画している。

　 現ク リ ーンセンター(1999年稼働、 焼却能力480ト ン
/日)の老朽化が進んでいるため、 2023年３ 月に「 新ご
み処理施設整備基本計画」 を策定し た。 同計画によ る

と 、 ク リ ーンセンター(敷地面積25万3,200㎡)内に残っ
ている旧大久保清掃工場などを解体した跡地を活用、

焼却施設と 処理能力55ト ン /５ ｈ 以下(内訳： 破砕系25
ト ン以下、 資源系/缶・ びん・ ペッ ト ボト ル16ト ン以
下、 資源系/プラ スチッ ク 類14ト ン以下)の破砕選別施
設で構成する新たなごみ処理施設を建設する。

　 愛知県安城市が計画している、 環境ク リ ーンセンター

ごみ焼却施設基幹的設備改良工事・ 管理運営委託事業

は、 荏原環境プラント Ｊ Ｖが落札した。 落札金額は520
億9,000万円(税抜)。 基幹的設備改良工事は2026年度か
ら 2030年度。 管理運営委託業務は2026年度から 2050
年度まで。 安城市環境ク リ ーンセンターには、 ごみ焼却

施設と し尿処理施設がある 。 ごみ焼却施設は処理能力

240ト ン /日で1997年に竣工し、 稼働開始から 28年が経
過しており 施設の老朽化が進んでいる。 2021年３ 月に
策定した「 安城市廃棄物処理施設整備基本構想」 で施設

整備基本方針を定め、 今後20年間の延命化を図る基幹的
設備改良工事を実施する。 事業期間はごみ処理施設の基

幹的改良工事が2026年度から 2030年度まで。 ごみ処理
施設の管理運営が2026年度から 2050年度まで。 し尿処
理施設が2026年度から 2036年度まで。 ごみ焼却施設の
基幹的設備改良工事に際し、 エネルギー回収率の向上に

より 廃棄物エネルギー利活用の最大化を図る。 また、 南

海ト ラフ地震により 甚大な被害が発生するこ と が予測さ

れているため、 ごみ焼却施設の耐震化を図り 、 災害時に

も安定的に稼働するこ と のできる ､「 地域のエネルギー

センター」 化を目指している。



　 大林組は、 オンサイ ト に加えオフサイ ト の需要家に

も再生可能エネルギーを供給するフィ ジカルPPAの取
り 組みに、 新たに着手し た。 大林組が開発する物流

施設「 (仮称)OAK LOGISTICS CENTER厚木」 の屋根上
に、 大林組のグループ会社である大林ク リ ーンエナ

ジーが太陽光発電システムを設置し 、 同施設に電力供

給を行う 。 さ らに物流施設が消費しきれない余剰電力

はFIP制度を活用し 、 大林グループが運営する商業施
設や工場など複数施設に供給する。

　 (仮称)OAK LOGISTICS CENTERは、 神奈川県厚木市
下川入123番１ において開発を進める 。 同施設の屋根
のスペースを利用し て太陽光パネルを設置し 、 直流で

2,505kW、 交流では1,600kWの太陽光発電システムを構
築し 、 大林ク リ ーンエナジーがオンサイ ト で同施設の利

用者である大林組に電力供給すると と も に、 オフサイ ト

で大林道路や大林新星和不動産の国内事業拠点や商業施

設向けに供給する。

　 今回構築する太陽光発電システムからの年間発電量は

約260万kWhを計画し ており 、 年間のＣ Ｏ 2排出削減量

は、 オンサイ ト 分で227ト ン、 オフサイ ト 分で2,569ト ン

と 試算する。 太陽光発電は、 2027年１ 月以降に運転を開
始する予定。 また、 太陽光発電システムで賄えない天候

時や時間帯の電力については、 大林ク リ ーンエナジーが

取次事業者と して環境価値と と も に、 物流施設や大林グ

ループが運営する複数施設に販売する。 こ れによ り 、 今

回の取り 組みが対象と する施設において、 再生可能エネ

ルギー導入率の実質100％を達成する。

　 太陽光発電協会(JPEA)は、 2025年度第３ 四半期(2025
年10月～12月)の太陽電池出荷量について調査結果を発
表した。 太陽電池モジュールの総出荷量は172.6万kW
で、 前年同期比100％と 前年並み。 国内出荷量は171.8
万kWで前年同期比100％、 海外出荷は0.76万kWで前年
同期比78％と なっている 。 モジュール総出荷量のう ち
日本企業は46.4万kWで前年同期比90％と なり 、 前年割
れと なった。 一方で外国企業は126.2万kWで、 前年同期
比105％と なり 前年を上回った。 日本企業／外国企業の
総出荷量比率は27:73と 外国企業の比率が増加し 、 また
国内生産／海外生産の比は４ :96と なっている 。 用途別
では、 住宅用が429MWで前年同期比108％と 前年を上
回った一方で、 非住宅・ その他は128.9万kWで、 前年同
期比98％で前年を下回った。 非住宅・ その他の内訳は、
売電を目的と した500kW以上の出力を対象と する発電
事業用途が75.8万kWで前年同期比112％、 オフィ ス、
工場、 公共施設等向けで、 500kW未満の地上設置も含
む一般事業用途が53.0万kWで前年同期比83％と なっ
た。 なおJPEAの資料によると 、 2025年の通年の太陽電
池モジュールの総出荷量は395万9,795kWで、 2024年
の389万1,510kWから ６ 万8,285kW・ 1.7％増加した。

　 プロ ロ ジスと モノ タ ロ ウは、 再生可能エネルギーの

活用促進に向けたオンサイ ト PPAモデルによ る太陽光
発電設備の導入に関する契約を締結した。 モノ タ ロ ウ

が茨城県水戸市で開発中の物流施設「 水戸ディ ス ト リ

ビューショ ンセンター」 の屋根面をプロ ロジスが賃借

し 太陽光パネルを設置する も ので、 2027年５ 月の施
設竣工後、 プロ ロ ジスが屋根面に太陽光パネルを設置

し 、 2028年４ 月から運用する。 発電した電力は、 プロ
ロ ジスがモノ タ ロ ウに供給し 、 同社が物流施設内で消

費する と と も に、 余剰分についても プロ ロ ジスが市場

などへ売電する こ と で、 余すこ と なく 活用し ていく 。

今回設置する

太陽光発電設

備から の想定

発電量は年間

3 , 8 5 5 M W h
で、 想定Ｃ Ｏ 2

削減量は年間

約1,631ト ンを
見込む。
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